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本論文では、「保険」を題材として、現代中国における開放と改革のあり方を分析した。 

 まず、第 1 に、開放と改革に重要な影響を及ぼした「国内保険業務引受け停止」の原因

を追究した。1950 年代後半において、中国共産党トップが保険を重視しておらず、監督官

庁の財政部には「保険ポケット論（保険は資金を右のポケットから左のポケットへ移すだ

けで意味がない）」が存在した。これらを背景として、社会で広く強制保険が実施され、

保険が資本回収に利用された。地方分権化という社会情勢の中で、保険業務の管理権限が

地方政府に委譲された結果、地方政府の決定により「中央国営企業の強制保険引受け停止」

が、国内保険業務全般の引受け停止へ拡大された。本件について、1959 年当時は、人民公

社成立にその原因を求めることが多かった。しかし、本論文の検討によって、地方政府が

引受け停止に際して、主導的な役割を果たしたことが分かった。 

 第 2 に、保険業における「開放」の展開を分析した。外国保険会社と中国保険業との

関係が復活したのは 1972年であり、その先鞭をつけたのは、米国のThe American International  

Group（略称 AIG 社）であった。当時、中国側も米国保険会社と業務関係を結び、「国内保

険業務引受け停止」で途絶えた引受けノウハウを学ぶことを考えていた。AIG 社は、1980

年に中国人民保険公司（The People’s Insurance Company of China、略称 PICC）と合弁でバミ

ューダに「中美保険公司」を設立し、同社を通じて、中国本土における営業開始を目指し

た。しかし、中国政府はそれを認めるつもりはなかった。 

1989 年の天安門事件により中国は海外からの直接投資激減に見舞われた。その状況を打
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破し、米国との関係正常化を図るための 1つの手段として、1992年に AIG社へ営業認可が

与えられた。その後、米国以外の保険会社にも営業認可が付与されたが、それは中国外交

における取引材料の 1 つであった。2001 年の WTO 加盟によって、外国保険会社の営業範

囲が拡大し、中国系保険会社の営業基盤が揺らぐことが懸念された。そのため中国政府は、

保険業の対外開放に関して、従来の外交関係尊重の姿勢から、中国系保険会社の営業重視

へ軸足を移した。 

 第 3に、保険業における「改革」の進展を分析した。中国の保険における改革とは、「政

府が保険を利用する体制」から「企業体や個人が保険を活用する体制」への転換であった。

転換を推進したのは、政府による立法措置だった。 

PICCにとって、1979年はゼロからの再出発の年であり、政府のバックアップを受けなが

ら、20 年ぶりに組織の再建に着手した。中国政府は 1985 年に暫定的な立法措置（「保険企

業管理暫定条例」制定）を講じて、保険業界における競争体制の創出を図った。その結果、

PICC・平安保険・太平洋保険の 3 社鼎立という保険業界の基本的な枠組みが形成され、保

険契約者の選択肢が増えた。その後、保険会社の乱立のため市場が混乱すると、1995 年に

「保険法」を制定し、保険市場の規範化を目指した。1990年代後半、PICCは生損保分離と

いう「保険法」の趣旨を実現するために組織改革を行い、損保・生保・再保・海外の各社

がそれぞれグループ経営に乗り出した。これら一連の改革は、WTO加盟による外資系保険

会社との競争激化に備えるための措置でもあった。 

第4に、PICCを題材として、中国保険業に現れた開放と改革の具体像を検討した。まず、

1986年頃から保険会社の多様化に備えるため、PICC社内諸制度の改革が開始された。地方

支店において、人事制度を競争的なものに変えた。資産運用は地方主導で進められ、不良

債権が残ったと推測されるものの、地方の建設に一定程度寄与した。しかし、1992年の保

険市場の対外開放に対して、PICCは逆に海外へ打って出るという戦略を採用した結果、コ

ストが嵩んだ。それに加えて国内では、大きく成長しつつあった自動車保険の競争激化に

よって、さらに収益が悪化した。 

1996年以降、PICCの収益は持ち直し、重要な改革である「生損保分離」に着手した。こ

の段階で、PICCは損保・生保・再保険・海外の4グループに分かれ、各グループがそれぞれ

内部に損保会社・生保会社・資産管理会社・医療保険会社・年金保険会社などを抱える保

険コングロマリットとなった。各事業領域を比較すると、生保（中国人寿）のパフォーマ

ンスが優れた結果を残した。特に海外における株式上場を通じた資金調達および資産運用

を本社に一本化した戦略が功を奏した。 

PICCグループは、保険会社の多様化という「改革」に対しては、比較的周到に準備を行

い、うまく切り抜けた。しかし、保険市場の「開放」については、対応を誤り、業績を悪

化させた。その後、生損保分離という重大な「改革」に際しては、生保戦略を重視するこ

とによって、成長を果たした。その陰にあって、損保事業は振るわなかった。 

 第5に、平安保険（略称：平安）における「開放と改革」のあり方を分析した。全くのゼ
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ロから出発した同社は、2006年には総資産が4400億元を超える巨大な金融コングロマリッ

トに成長した。 

 平安社内には、当初ノウハウや人材などほとんど何もなかった故に、全てのものを外部

から調達した。初期の資本不足は、モルガン・スタンレーとゴールドマン・サックスから

出資を仰ぐことによって解決した。 

 平安は生保に注力し、成長の原動力とした。台湾生保業界との接触をきっかけとして、

生保の成長性に気付いた。平安に莫大な収保をもたらした「投資連結保険」などの変額保

険も海外から学んだものであり、生保収入の大幅増加をもたらした「バンクアシュアラン

ス（銀行経由の保険販売）」は、欧米から導入したビジネスモデルだった。同社が導入し

た新商品や新しいビジネスモデルは、海外では一般的なものだったが、当時の中国には存

在していなかった。それゆえ、平安は同業他社に対して、競争優位を獲得することができ

た。 

 平安は、社外からの各種「借り物」をうまく手の内に入れ、それを順次活用することに

よって、事業の拡大に成功した。1つの「借り物」が数年後に陳腐化したとしても、その間

に次の「借り物」を懐で温め、市場に投入し続けることで競争優位の状態を継続させた。

ここに平安の最大の強みがあった。 

 第6に、中国太平洋保険（略称：太平洋）に現れた「開放と改革」の具体像を探った。太

平洋は、上海市を基盤とする交通銀行の100％子会社として設立された。交通銀行がそうで

あったように、太平洋も株式制を採用した。一見すると、金融業における「改革」を象徴

する先進的な試みだったように思われた。しかし、交通銀行の支店も太平洋の共同出資者

となったことから、同社は現代中国で観察される地方分権的な要素も色濃く帯びた組織と

なった。太平洋の支店は、本店と同様に法人格を持った。同社は、近代から続く中国独特

の利益配分方式の影響を受けた結果、著しい高配当を余儀なくされた。 

 1998年に総経理に就任した王国良のリーダーシップの下で、赤字経営の支店を黒字に転

換させるよう綱紀粛正が行われた。その結果、1997年を底として、経営指標に改善がみら

れ、2001年と2002年は業績が著しく好転した。しかし、2003年には、損保事業で赤字とな

った。その原因は、中国政府による急速な自動車保険料の自由化であり、それを契機とし

た保険会社間の料率引き下げ競争だった。 

同社は「改革」の申し子として誕生したものの、「横の管理ライン」からの強力な圧力

により、高い配当性向を余儀なくされた。王国良の業務改革は一定程度功を奏したが、生

保重視の業界動向に対応しきれず、外資導入による財務体質強化も遅れた。太平洋は、「改

革」を体現しようとしたが、近代中国の資金調達における伝統と現代中国が生み出した「横

の管理ライン」の束縛によって、「改革」を貫徹しきれなかった。 

 第 7 に、PICC・平安・太平洋の経営状況を比較することを通じて、「開放と改革」の現

れ方を確認した。その結果、平安保険が相対的に優れた経営パフォーマンスを示していた

ことが分かった。平安は、「開放」を通じて必要不可欠な経営資源を海外から手に入れ、
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それらを順次活用することで、競争優位を継続させた。さらに、生保事業にいち早く経営

資源をシフトし、国内の金融改革によって利用可能となった資本市場を活用して、投資収

益を拡大させた。その結果、損保事業においても、主要種目である自動車保険で料率引き

下げ競争をする必要がなくなったため、収益を確保することができた。 

 第8に、PICCにおける縦横の管理ライン（いわゆる「条々塊々」）のあり方を探った。そ

の結果、保険引受け業務（アンダーライティング）に関して、縦の管理ラインの領導が強

かったことを除けば、人事管理・資産運用・利益配分の各分野では、横の管理ラインの領

導が強力だったことが分かった。保険引受けと並ぶ「人事」と「財務」という保険会社の

最重要業務が、横の管理ラインによって運営されていたという事象に、計画経済期におけ

る地方分権的な中国社会のあり様が現れていた。 

 日本はもとより、諸外国においても、通常、保険会社の基幹業務である「保険引受け」・

「人事」・「財務」は本店が集中して行う。つまり、縦の管理ラインが強力なのが一般的

である。ところが、中国では、たとえば、「財務」の中核である資産運用業務について、

2002年頃までは、横の管理ラインによって業務が主導されていた。その理由は、①地方に

おいて、膨大な資金需要があり、地方の保険業もそれに対応することを求められた②仮に、

本店に資金を集中したとしても、当時はそれを有効に運用するための資本市場や金融商品

などの受け皿が不足していたためだった。また、「人事」について、横の管理ラインが強

力な理由は、中国共産党の人事システムそのものが、いわば「属地主義」的側面を色濃く

持っており、その地域の重要な人事は当該地域の党組織部が行っているためである。 


